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一般財源化による保育所運営費にかかる影響等に関する調査

一般財源化による保育所運営費の入所児童１人当たり月額経費への影響

※ 日本保育協会調べ（平成19年４月調査） ５９３市より回答
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増減率 ＋4.5％ －2.6％ －4.5％ －5.0％ －0.7％ －2.4％

○ 公立保育所運営費が一般財源化
された前年の平成15年度とその後
の平成19年度の保育所運営費の入
所児童１人当たりの月額経費を比
較してみると、全市平均で2.4％の
減額となっている。

○ 比較的人口が多い30万人以上50
万人未満の市では、5.0％と大幅に
減額している。
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保育所運営費の予算措置への影響

○ 一般財源化後に、公立保育所
運営費の予算を節減したと答え
た市は全体の61.0％に達した。

○ 個別に見ると、人口30万人未
満の市において節減の影響を受
けたと答えた市は62％を超えて
いる一方、人口50万人以上の大
都市で節減を影響を受けたと答
えた市は25％となっている。
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○ 保育所運営費のうち節減された主な経
費については、人件費を削減した市は
59.4％に達している。

○ 個別に見ると、地区別では北信越、中
国、四国地区では、７割以上の市で人件
費を削減したと答えている。

保育所運営費のうち節減された主な経費


